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図表 ２-2 都市ガスとLPガスの事故データラベル 

 

データ項目 都市ガスデータラベル LPガスデータラベル 一致・不一致

機器大分類

・家庭用燃焼器

・家庭用ガス器具

・業務用燃焼器

・業務用ガス器具

・不明

・家庭用燃焼器

・家庭用ガス器具

・業務用燃焼器

・業務用ガス器具

・不明

一致

原因機器

・給湯器・湯沸かし器

・業務用器具

・家庭用こんろ

・ガス栓・ゴム管・接続具

・風呂釜

・家庭用こんろ

・家庭用器具

・その他

・金属管・金属可とう管・強化ガスホース

・ガスストーブ

・ガスメータ

・ガス栓

・原因不明

・その他

・その他（気化装置）

・その他家庭用

・その他湯沸器

・バルク貯槽

・容器バルブ

・家庭用こんろ

・家庭用炊飯器

・供給管（高圧）

・供給管（低圧）

・業務用オーブン

・業務用グリドル

・業務用こんろ

・業務用その他

・業務用その他（築炉用バーナー）

・業務用その他（焙煎機）

・業務用フライヤー

・業務用めんゆで器

・業務用めんゆで器（GS-1）

・業務用レンジ

・業務用煮炊釡

・業務用焼き物器

・業務用食器洗浄機

・業務用炊飯器

・高圧ホース

・瞬間湯沸器

・調整器

・配管（末端ガス栓まで）

・配管（末端ガス栓以降）

・不明

・風呂釜

・容器

不一致

原因行動

・不完全燃焼

・接続不良

・劣化・損傷

・作業ミス（設置時）

・作業ミス（修理時）

・作業ミス（その他・不明）

・誤操作（不完全閉止）

・誤操作（点火ミス）

・誤操作（誤開放）

・ガス栓検査孔からの漏えい

・機器製作不完全

・異常着火

・不適切な使用（消費者）

・その他

・不明

・メーカーに調査依頼中

・開放放置

・外的圧力

・換気不良

・機器故障

・誤開放

・再点火

・除雪未実施

・情報不足

・接続先間違い

・接続不良

・操作誤り

・動物

・認識誤り

・熱損傷

・配置位置

・不注意

・閉め忘れ

・閉塞（詰まり）

・閉塞（天候）

・老朽化

不一致

事故概要
・漏えい着火

・排ガス中毒

・漏えい

・漏えい爆発

・漏えい火災

・漏えい爆発・火災

・一酸化炭素中毒

不一致
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なお、本事業における分析では、都市ガスについては、受領データ内より、原因機器は「器

具大分類（新）」、原因行動は「事故原因分類」、事故概要は「現象」のデータをそれぞれ用

いている。機器大分類については、「器具大分類」「器具大分類（新）」「器具中分類（新集

計）」のデータをもとにラベルを付与した。 

LPガスの事故概要は受領データ内の「5 事故種別」のデータを用いている。原因機器と機器

大分類については、「20a 事故原因箇所1」と「30a 燃焼器具名称」のデータを参照してデータ

ラベルを作成した。原因行動については、「50 事故概要」の記載をもとにデータラベルを作成

した。 

２．分析結果 

２.１  新聞・雑誌を用いた事故調査結果 

新聞・雑誌による調査の結果、事故の報道は散見されるものの事故発生時の速報程度であり、

その後の詳細情報を伴う記事は該当しなかった。負傷者数が多い等の事故でない限り、事故発生

後に継続して報道されることは少ないのではないかと考えられる。 

２.２  事故データに基づく分析結果 

ガス事故の傾向や原因を下記の順に示す。 

 地域別の事故発生状況（都市ガス、LPガス） 

 月別の事故発生状況（都市ガス、LPガス） 

 原因機器別の事故発生状況（都市ガス、LPガス） 

 原因行動別の事故発生状況（都市ガス、LPガス） 

２.２.１  地域別の事故発生状況 

都道府県別に集計を行ったところ、東京都、神奈川県、大阪府の順に事故の発生件数が多く、

全体として人口規模が大きい都道府県で事故件数が多い傾向である。なかでも愛知県は、事故

の発生件数が多いだけではなく、死傷率（死傷者数÷事故発生件数にて算出）についても高い

傾向である。集計結果を「図表 ２-3 都道府県別事故発生状況」に示す。 
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図表 ２-3 都道府県別事故発生状況 

 

 

地域 都道府県LPガス事故数都市ガス事故数事故数合計死亡人数 重症人数 軽傷人数死傷者数合計 死傷率

北海道 北海道 14 16 30 0 0 11 11 37%

青森 0 0 0 0 0 0 0 0%

岩手 0 1 1 0 0 0 0 0%

宮城 7 1 8 0 1 3 4 50%

山形 2 0 2 0 0 0 0 0%

秋田 2 0 2 0 0 0 0 0%

福島 11 1 12 0 1 4 5 42%

茨城 4 6 10 0 0 2 2 20%

群馬 4 4 8 0 0 0 0 0%

埼玉 10 17 27 0 0 6 6 22%

神奈川 26 65 91 0 1 10 11 12%

千葉 17 13 30 0 0 6 6 20%

東京 7 163 170 0 1 19 20 12%

栃木 3 3 6 0 0 6 6 100%

愛知 4 17 21 0 1 20 21 100%

岐阜 9 0 9 0 0 4 4 44%

山梨 0 8 8 0 0 0 0 0%

新潟 8 9 17 0 1 4 5 29%

静岡 5 5 10 0 1 9 10 100%

石川 1 0 1 0 0 0 0 0%

長野 2 8 10 0 0 0 0 0%

富山 2 1 3 0 0 2 2 67%

福井 0 1 1 0 0 0 0 0%

京都 1 7 8 0 0 0 0 0%

三重 0 0 0 0 0 0 0 0%

滋賀 2 2 4 0 0 0 0 0%

大阪 6 57 63 0 0 11 11 17%

奈良 2 2 4 0 0 0 0 0%

兵庫 3 20 23 0 0 1 1 4%

和歌山 4 1 5 0 0 2 2 40%

岡山 4 2 6 0 1 3 4 67%

広島 5 9 14 0 0 7 7 50%

山口 3 2 5 0 0 0 0 0%

鳥取 3 0 3 0 0 5 5 167%

島根 0 1 1 0 0 0 0 0%

愛媛 1 0 1 0 0 0 0 0%

香川 1 1 2 0 0 1 1 50%

高知 2 1 3 0 1 2 3 100%

徳島 1 1 2 0 0 1 1 50%

沖縄 2 1 3 0 1 3 4 133%

宮崎 2 0 2 0 1 0 1 50%

熊本 2 1 3 0 0 3 3 100%

佐賀 2 1 3 0 0 0 0 0%

鹿児島 5 1 6 0 0 3 3 50%

大分 5 0 5 0 0 1 1 20%

長崎 4 0 4 0 0 0 0 0%

福岡 4 11 15 0 1 6 7 47%

九州

東北

関東

中部

近畿

中国

四国
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２.２.２  月別の事故発生状況 

月別に事故の発生状況を集計した。なお、データに記載されている発生月を基準に集計して

いるが、覚知月のみの記載の場合は、覚知月で集計を行った。 

（1）都市ガス 

都市ガスについては、10月～12月に特に事故件数が多い傾向がみられる（「図表 ２-4 都市

ガスの月別事故発生状況」参照）。10月～12月は特に家庭用燃焼器の発生件数が増加しており、

原因機器と原因行動は、給湯器・湯沸かし器における異常着火が3割強を占めている。続いて異

常着火や誤操作（点火ミス）による風呂釜の事故、接続不良によるガス栓・ゴム管・接続具の

事故が多い結果であった（「図表 ２-5 10月から12月における家庭用機器の事故発生状況（都

市ガス、n=116）」）。一方で、5月にも事故件数が多い傾向がみられるが、原因機器と原因行

動は、給湯器・湯沸かし器における異常着火の事故が最も多く、ガス栓・ゴム管・接続具にお

ける接続不良の事故が続いて多い結果である。このような事故は年間を通して多い傾向にある

ことが分かる（「図表 ２-6 5月における家庭用機器の事故発生状況（都市ガス、n=37）」）。

ただし10月～12月とは異なり、風呂釜における事故は少ない傾向にあり、初夏では風呂に浸か

る機会が減少することが影響していると考えられる。 

図表 ２-4 都市ガスの月別事故発生状況 
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図表 ２-5 10月から12月における家庭用機器の事故発生状況（都市ガス、n=116） 

 

 

 

 

図表 ２-6 5月における家庭用機器の事故発生状況（都市ガス、n=37） 

 

 

 

（2）LPガス 

LPガスについては4月に事故件数が少ない傾向がみられるものの、全体として月ごとに大き

な相違はみられなかった（「図表 ２-7 LPガスの月別事故発生状況」参照）。 

給湯器・湯沸器 風呂釜
ガス栓・ゴム管・

接続具
家庭用こんろ 家庭用器具

金属管・金属可

とう管・強化ガス

ホース

異常着火

（n=52）
36 12 0 3 1 0

誤操作（点火ミス）

（n=18）
3 14 0 0 1 0

接続不良

（n=14）
1 0 13 0 0 0

劣化・損傷

（n=8）
1 2 2 2 1 0

不適切な使用（消費者）

（n=8）
0 0 7 0 0 1

誤操作（誤開放）

（n=7）
0 0 7 0 0 0

不完全燃焼

（n=3）
3 0 0 0 0 0

作業ミス（修理時）

（n=2）
0 0 0 0 2 0

作業ミス（その他・不明）

（n=1）
0 0 0 1 0 0

機器製作不完全

（n=1）
0 1 0 0 0 0

不明

（n=1）
1 0 0 0 0 0

メーカーに調査依頼中

（n=1）
0 0 0 0 1 0

給湯器・湯沸器 風呂釜 家庭用器具
ガス栓・ゴム管・

接続具

金属管・金属可と

う管・強化ガス

ホース

異常着火

（n=23）
17 3 3 0 0

接続不良

（n=6）
0 0 0 5 1

不適切な使用（消費者）

（n=3）
0 1 1 1 0

誤操作（点火ミス）

（n=2）
0 2 0 0 0

劣化・損傷

（n=1）
0 0 0 0 1

作業ミス（設置時）

（n=1）
0 0 0 0 1

誤操作（誤開放）

（n=1）
0 0 0 1 0
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図表 ２-7 LPガスの月別事故発生状況 

 

 

 

２.２.３  事故原因機器別の事故発生状況 

（1）都市ガス 

事故の原因となっている機器別に事故件数や負傷者数等の事故発生状況を分析した。全体と

して、事故件数は家庭用機器に多いものの、死傷者数は業務用機器に多い傾向がある。家庭用

器具では、燃焼量が比較的多い、給湯器・湯沸器や風呂釜での異常着火もしくは点火ミスによ

る事故が突出して多い。家庭用燃焼器の事故発生状況を「図表 ２-8 家庭用燃焼器における原

因機器別の事故発生状況（都市ガス）」に示し、家庭用ガス器具の事故発生状況を「図表 ２-9 

家庭用ガス器具における原因機器別の事故発生状況（都市ガス）」に示す。 

 



 

11 

 

図表 ２-8 家庭用燃焼器における原因機器別の事故発生状況（都市ガス） 

 

 

 

 

図表 ２-9 家庭用ガス器具における原因機器別の事故発生状況（都市ガス） 
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業務用器具では、ガス栓・ゴム管・接続具の接続不良や誤開放による事故が多かったもの

の、死傷者数でみると、業務用燃焼器具での発生が多くなっており、特に不完全燃焼（CO中

毒）による死傷者数が多い傾向にある。業務用燃焼器の事故発生状況を「図表 ２-10 業務用

燃焼器における原因機器別の事故発生状況（都市ガス）」に示し、業務用ガス器具の事故発

生状況を「図表 ２-11 業務用ガス器具における原因機器別の事故発生状況（都市ガス）」に

示す。 

 

図表 ２-10 業務用燃焼器における原因機器別の事故発生状況（都市ガス） 

 

 

図表 ２-11 業務用ガス器具における原因機器別の事故発生状況（都市ガス） 

 

 

（2）LPガス 

全体として、都市ガスと同様、事故件数は家庭用機器に多いものの、死傷者数は業務用機器

に多い。家庭用器具では、風呂釜での再点火による事故とガス栓の誤開放による事故が多く、

後者では死傷者数も多い。家庭用燃焼器の事故発生状況を「図表 ２-12 家庭用燃焼器におけ
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る原因機器別の事故発生状況（LPガス）」に示し、家庭用ガス器具の事故発生状況を「図表 

２-13 家庭用ガス器具における原因機器別の事故発生状況（LPガス）」に示す。 

 

図表 ２-12 家庭用燃焼器における原因機器別の事故発生状況（LPガス） 
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図表 ２-13 家庭用ガス器具における原因機器別の事故発生状況（LPガス） 

 

 

 

業務用器具では、業務用コンロでの事故が特に多い傾向にある。業務用燃焼器の事故発生状

況を「図表 ２-14 業務用燃焼器における原因機器別の事故発生状況（LPガス）」に示し、業

務用ガス器具の事故発生状況を「図表 ２-15 業務用ガス器具における原因機器別の事故発生

状況（LPガス）」に示す。 
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図表 ２-14 業務用燃焼器における原因機器別の事故発生状況（LPガス） 
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図表 ２-15 業務用ガス器具における原因機器別の事故発生状況（LPガス） 

 

 

２.２.４  事故原因行動別の事故発生状況 

（1）都市ガス 

事故の原因となっている行動別に原因機器や事故件数等の事故発生状況を分析したところ、

原因機器別での分析結果と同様、他の原因行動と比較して、家庭での異常着火による事故件数

が顕著に多く、特に給湯器・湯沸器を使用した事故件数が多い傾向にある。接続不良と誤開放

に関しては、家庭用・業務用に共通して、ガス栓等を使用した事故件数も多くみられた。劣化・

損傷に関しては、家庭用・業務用関係なく多種のガス機器で事故が発生しており、ガス安全の

周知にあたっては、多くの機器を網羅する必要がある。分析結果は「図表 ２-16 事故原因行動

別の事故発生状況（都市ガス）」に示す。 
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図表 ２-16 事故原因行動別の事故発生状況（都市ガス） 
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事故の原因行動について、事故の発生件数もしくは死傷者数について上位5分類にあたる項

目を集計した。事故の発生件数については、家庭用では異常着火、点火ミスが多くみられた

ものの、業務用では接続不良、劣化・損傷、誤開放が多くみられた。一方で、死傷者数・率

では、家庭用・業務用に共通して、不完全燃焼（CO中毒）が他分類と比較して顕著に多い傾

向にある（「図表 ２-17 都市ガスの原因行動別 事故件数・死傷者数」参照）。 

 

図表 ２-17 都市ガスの原因行動別 事故件数・死傷者数 

 

 

（2）LPガス 

LPガスの原因行動別では、老朽化による事故件数が最も多く、都市ガスと同様、家庭用・

業務用に関係なく、多種の機器にて事故が発生していることがうかがえる。誤開放は家庭用

ガス器具、再点火は家庭用燃焼器(特に風呂釜)、外的圧力は家庭用の配管での事故が多いこと

から、それぞれターゲットに合わせた周知が必要と考えられる。分析結果は「図表 ２-18 事

故原因行動別の主な事故発生状況（LPガス）」に示す。 

 

 

事故件数 死傷者数合計 事故件数 死傷者数合計

1 異常着火 147 1 5 4 152 5

2 接続不良 44 4 32 0 76 4

3 劣化・損傷 32 1 25 1 57 2

4 誤操作（点火ミス） 51 4 5 4 56 8

5 誤操作（誤開放） 19 1 20 10 39 11

6 不適切な使用（消費者） 24 1 8 0 32 1

7 不完全燃焼 4 7 10 30 14 37

8 作業ミス（設置時） 4 0 2 1 6 1

9 作業ミス（修理時） 4 1 2 0 6 1

10 その他 2 0 4 2 6 2

11 不明 4 0 0 0 5 0

12 機器製作不完全 4 0 0 0 4 0

13 作業ミス（その他・不明） 2 0 1 0 3 0

14 誤操作（不完全閉止） 0 0 3 2 3 2

15 ガス栓検査孔からの漏えい 1 0 0 0 1 0

# 原因行動
家庭用 業務用

事故件数 死傷者数合計
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図表 ２-18 事故原因行動別の主な事故発生状況（LPガス） 
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事故原因は家庭用・業務用に共通の傾向があり、老朽化、誤開放、再点火による事故の発

生件数が多い。一方で、死傷者数に関して、家庭用では、誤開放による死傷者数が多く発現

しているものの、業務用では、再点火、換気不良による死傷者数が多い傾向にある（「図表 

２-19 LPガスの原因行動別 事故件数・死傷者数」参照）。 

 

図表 ２-19 LPガスの原因行動別 事故件数・死傷者数 

 

 

2. 安全行動に資するナッジ事例の調査 

１．調査方法 

ガス事故防止に向けたナッジ理論の活用可能性を検討することを目的として、ガス分野に限ら

ず、消費者等への注意喚起や事故防止にナッジが活用されている事例について文献調査を行った。

調査対象とした情報源を図表 ２-20 調査対象」に示す。 

事故件数 死傷者数合計 事故件数 死傷者数合計

1 老朽化 23 6 11 1 34 7

2 誤開放 22 16 10 4 32 20

3 再点火 21 5 11 11 32 16

4 外的圧力 20 0 4 0 24 0

5 情報不足 8 1 9 6 19 12

6 接続不良 11 2 3 2 14 4

7 除雪未実施 10 0 0 0 10 0

8 閉め忘れ 1 0 8 3 9 3

9 換気不良 1 2 6 10 7 12

10 操作誤り 2 0 4 8 6 8

11 開放放置 0 0 2 2 2 2

12 機器故障 0 0 2 0 2 0

13 認識誤り 0 0 2 3 2 3

14 熱損傷 2 0 0 0 2 0

15 不注意 0 0 2 2 2 2

16 接続先間違い 1 0 0 0 1 0

17 動物 1 0 0 0 1 0

18 配置位置 1 0 0 0 1 0

19 閉塞(詰まり) 0 0 1 4 1 4

20 閉塞(天候) 1 0 0 0 1 0

# 原因行動
家庭用 業務用

事故件数 死傷者数合計
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結果 

 介入群は対照群に対して保険請求の件数が 25%~33%も少なくなっ

た。加えて、バスの走行速度の低下効果もあった。 

 集団で声をあげることを促すメッセージをもつステッカー

(Collective Action)は、個人で声をあげることを想定したメッセー

ジ(Individual Action)よりも保険請求件数の低減効果があった。 

出典 
BehaviouralInsights Team（2019）“Applying BehaviouralInsights to 

make workplace safer.” 
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第３章 消費者の認知と行動に関する分析調査 

1. 調査方法 

2021年1月15日から同月16日にアンケート調査を実施した。NTTコムオンラインに登録するWeb

アンケートモニターのうち、「ガス・CO警報器を設置していない」と回答した全国の男女3,165名

（男性 2,153名、女性 1,012名）を抽出した。「ガス・CO警報器」を設置していない層へターゲッ

トを絞った背景については、ガス事故データ分析を踏まえ原因行動、安全行動の阻害要因、行動

を促す上で実効性のある介入策を検討した結果による。詳細は、第4章の1. 目標行動への介入方策

の検討を参照されたい。なお、3,165名のうち、557名がオール電化使用者もしくはガス不使用者で

あったため、調査結果の集計を行う際、一部の項目に関しては、557名を除く2,608名のみを対象と

している。詳細は次の項に記す。 

本調査では上記の対象者に対し、基本属性（年齢、性別、居住地、利用ガス種別、住居情報等）、

利用しているガス機器、安全行動等について計49問のアンケートをWeb上で実施した。具体的な

調査項目に関しては添付資料１「消費者の認知と行動に関する調査：アンケート調査票」を参照。 

なお本調査の実施にあたっては、ガス機器について名称、画像、説明を入れている（）。多岐に

わたるガス機器が存在する上に、必ずしも炎が見える機器ばかりではなく、かつガス機器の名称

と生活で使用している機器が結びつかないことがあることが調査準備をする中で課題と感じられ

たためである。 

図表 ３-1 アンケート調査で用いたガス機器の分類と説明 

 

出典：一般社団法人日本ガス石油機器工業会「ガス燃焼機器に関するQ&A」 
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2. 調査結果 

１．調査参加者の属性 

本アンケート回答者の性別は以下「図表 ３-2 性別回答者数」の通りである。68%が『男性』

であり、32%が『女性』であった。 

図表 ３-2 性別回答者数 

 

年代は以下「図表 ３-3 年代別回答者数」の通りである。『60歳以上』が42%と最も多

く、『50-59歳』が30%、『40-49歳』が21%と続いており、40代以上の回答者が9割程を占めて

いる。 

図表 ３-3 年代別回答者数 
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居住地域は以下「図表 ３-4 居住地域別回答者数」の通りである。『1都3県』が最も多く

43%であり、『近畿地方』と『中部地方』が10%台で続いている。 

 

図表 ３-4 居住地域別回答者数 

 

婚姻状況は以下「図表 ３-5 未既婚別回答者数」の通りである。約8割弱が『既婚』もしく

は『離別・死別』と回答しており、26%が『未婚』と回答していた。本調査の回答者は40代以

上が多いことから、結婚経験のある人が多いと考えられる。 

 

図表 ３-5 未既婚別回答者数 
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同居状況については以下「図表 ３-6 同居人別回答者数」の通りである。『配偶者』が最

も多く63%、続いて、『子ども』が34%という結果であった。 

図表 ３-6 同居人別回答者数 

 

世帯年収は「図表 ３-7 世帯年収別回答者数」の通りである。全国の所得の分布状況1と同

様に「200万円～400万円未満」が最も多い。一方で、「800万円以上」と「400万円～600万円

未満」が続いて多く、アンケート回答者の世帯年収は高い傾向にあると推察される。 

図表 ３-7 世帯年収別回答者数 

 

                             
1 「2019年 国民生活基礎調査」(厚生労働省)によると、全国の世帯年収は、「200～300万円未満」が13.6％、「300

～400万円未満」が12.8％、「100～200 万円未満」が12.6％と多くなっている。 
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職業については以下「図表 ３-8 職業別回答者数」の通りである。『会社員(正社員)』が

20%と最も多く、続いて『無職』が23%、『専業主婦(夫)』14%が多い結果となった。本調査

では年齢傾向が高いことから、定年退職以降の『無職』が2番目に多くなっていることが考え

られる。 

図表 ３-8 職業別回答者数 

 

 

住居タイプは「図表 ３-9 住居タイプ別回答者数」の通りである。約6割が『持ち家かつ一

戸建て』を回答しており、最も多かった。 

 

図表 ３-9 住居タイプ別回答者数 
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居住している建物の築年数は「図表 ３-10 居住している建物の築年数」の通りである。7

割近くが『20年以上』を回答しており、最も多かった。 

 

図表 ３-10 居住している建物の築年数 

 

 

２．調査結果ハイライト 

以下について、調査結果のハイライトとして示す。 

 使用しているガスの種類と最も使用しているガス機器 

 ガスの安全に関する広報媒体の認知 

 ガス使用上の注意点の認知と希望する理解方法 

 ガス会社が行う定期点検と事故の危険性への認知・態度 

 ガス使用上のヒヤリハット経験 

 ガスに関わる事故経験 

 ガス・CO警報器の認知・購入設置意向 

 2口ガス栓の所有状況とガス栓キャップの使用状況 

２.１  使用しているガスの種類と最も使用しているガス機器 

使用しているガスの種類については、『都市ガス』の使用者が最も多く、63%を占めた。

集計の際には先述の『オール電化』もしくは『ガス不使用』回答者は、ガスを使用していな

いため、抜き出して集計を行った（「図表 ３-11 使用ガスの種類」参照）。 
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図表 ３-11 使用ガスの種類 

 

 

最も使用する頻度が高いガス機器については、約6割が『ガスコンロ』を回答しており、

他の項目と比較して顕著に回答が多い結果であった（「図表 ３-12 最も使用頻度の高いガス

機器」参照）。最も使用している時間帯については、半数以上が『17～21時』を回答してお

り（「図表 ３-13 最も使用している時間帯」参照）、最も使用している場所については、約7

割が『キッチン』を回答していること（「図表 ３-14 最も使用している場所」参照）から、

夕飯調理時のガス使用が最も多いことが伺える。 
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図表 ３-12 最も使用頻度の高いガス機器 

 

 

図表 ３-13 最も使用している時間帯 
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図表 ３-14 最も使用している場所 

 

 

２.２  ガスの安全に関する広報媒体の認知 

ガスの安全に関する広報媒体（図表 ３-15 調査で示したガス安全に関する広報媒体イ

メージ）に関しては、約半数が『受け取っていない』と回答しており、『わからない』も含

めると、75%がそもそも広報媒体へアクセスできていないと考えられる。 

一方、『受け取ったことがある』と回答している人に関しては、4人に3人が広報媒体を

『読んだことがある』と回答していることから、手元へ届けることができれば、内容に目を

通してもらえることが推察される（「図表 ３-16 ガス安全に関する広報媒体へのアクセス状

況」参照）。 
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図表 ３-15 調査で示したガス安全に関する広報媒体イメージ 
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図表 ３-16 ガス安全に関する広報媒体へのアクセス状況 

 

 

 

 

広報媒体へのアクセス状況に関して、ヒヤリハット経験の有無と事故経験の有無をそれぞ

れクロス集計したところ、ヒヤリハット経験もしくは事故経験が有る人ほど、広報媒体の認

知率、また、読む確率が高いことが分かった（「図表 ３-17 ヒヤリハット経験別広報媒体へ

のアクセス状況」、「図表 ３-18 事故経験別広報媒体へのアクセス状況」参照）。 
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図表 ３-17 ヒヤリハット経験別広報媒体へのアクセス状況 

 

 

図表 ３-18 事故経験別広報媒体へのアクセス状況 
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２.３  ガス使用上の注意点の認知と希望する理解方法 

ガス使用上の注意点に関しては、『ガス機器使用時の換気の必要性』に関する認知が最も

多く約6割を占めているものの、逆に言えば約4割が換気の必要性を認知していないことを示

す。他のガス機器使用に関する安全行動に関しても約50～70%以上の人が認知していない結果

となった（「図表 ３-19 ガス使用上の注意点に関する認知」参照）。 

 

図表 ３-19 ガス使用上の注意点に関する認知 

 

 

ガス使用上の注意点について希望する理解方法に関しては、半数近くが『紙の広報誌を読

んで注意点を理解する』と回答をしていた（「図表 ３-20 ガス使用上の注意点について希望

する理解方法」参照）。普段の情報収集で使用する手段については、『インターネット』と

いう回答が49%と最も多く、『テレビ』が続いて40%という結果（「図表 ３-21 最も使用頻

度が高い情報収集手段」参照）であるにもかかわらず、ガス使用上の注意点については紙を

求める回答が最も多くなっている。広報媒体に関しては従来のチラシ自体に問題はないと考

えられる。 
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図表 ３-20 ガス使用上の注意点について希望する理解方法 

 

 

図表 ３-21 最も使用頻度が高い情報収集手段 
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２.４  ガス会社が行う定期点検と事故の危険性への認知・態度 

ガス会社が行う定期点検については、57%が『安全のために受けたい』と回答しており、

半数以上は定期点検に対して肯定的に考えていることが分かる。一方で、事故の危険性を認

知していない層が1割程度、存在していることも分かった（「図表 ３-22 ガス会社の定期点検

について」参照）。 

 

図表 ３-22 ガス会社の定期点検について 

 

 

２.５  ガス使用上のヒヤリハット経験 

ガス使用上のヒヤリハットに関しては、本調査への参加者全体のうち約2割が『経験あ

り』と回答した（「図表 ３-23 ヒヤリハットの経験有無」参照）。 

年齢別で確認すると、『経験なし』と回答している50歳以上の割合は70%であるのに対

し、『経験あり』と回答している50歳以上の割合は78%であり、高齢であるほど、ヒヤリハッ

ト経験が多いことが伺える（「図表 ３-24 年齢別ヒヤリハット経験の有無」参照）。 
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図表 ３-23 ヒヤリハットの経験有無 

 

 

図表 ３-24 年齢別ヒヤリハット経験の有無 

 

 

ヒヤリハットが起こったガス機器については、『ガスコンロ』という回答が最も多く9割

近くにのぼった（「図表 ３-25 ヒヤリハットが起こったガス機器」参照）。普段から使用機

会が多いことから、ヒヤリハットも起こりやすいことが伺える。 
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図表 ３-25 ヒヤリハットが起こったガス機器 

 

 

ヒヤリハットの時期に関しては、半数近くが『12～2月』の冬場と回答し、最も多かった

（「図表 ３-26 ヒヤリハットが起こった時期」参照）。ヒヤリハットが起こった時間に関し

ては、半数近くが『17～21時』と回答しており、他の項目と比較して最も多かった（「図表 

３-27 ヒヤリハットが起こった時間」参照）。 

 

図表 ３-26 ヒヤリハットが起こった時期 

 

 



 

45 

 

図表 ３-27 ヒヤリハットが起こった時間 

 

 

ヒヤリハットが起こった場所に関しては、『キッチン』という回答が顕著に多く、84%が回答し

た（「図表 ３-28 ヒヤリハットが起こった場所」参照）。 

 

図表 ３-28 ヒヤリハットが起こった場所 
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ヒヤリハットの内容について、自由記述をカテゴリ分けをしラベリングを行った。ラベル分け

の結果と、各ラベルの回答例については「図表 ３-29 ヒヤリハットの内容のラベリング結果」に

示す。 

分析の結果、「火の消し忘れ」や「お湯を沸かしながら寝てしまった」といった『火の放置・空

焚き』に関する回答が41%と最も多かった。続いて多かった『ガス漏れ』については、「点火した

ものとしてガスを出しっぱなしにした」や「コンロの点火装置がうまく働かず、ガスが出しっぱ

なしになったことがあった。」といった点火ミスもしくは点火忘れによるガス漏れの回答が10%で

ある。「ストーブのガス漏れ」や「以前ガスコンロで不完全燃焼に気づかなかった時」といった

何らかの理由によるガス漏れの回答が9%、「カセットコンロのボンベの接続が悪くガス漏れがあっ

た。」といったガス機器の設置や接続ミスによるガス漏れの回答が2%であった。また、ヒヤリハッ

ト事例が最も多かったガスコンロに関しては、『火の放置・空焚き』が44%と最も多く、続いて多

かったのは『点火ミス・点火忘れによるガス漏れ』が10%、『吹きこぼれを含む立ち消え』が9%と

いう結果であった（「図表 ３-30 キッチンでのヒヤリハット事例」参照）。 

図表 ３-29 ヒヤリハットの内容のラベリング結果 
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図表 ３-30 キッチンでのヒヤリハット事例 

 

 

２.６  ガスに関わる事故経験 

ガスに関わる事故経験に関しては、『経験あり』と回答した人が全体の約1%（22名）で

あった（「図表 ３-31 ガスに関わる事故経験の有無」参照）。 

 

図表 ３-31 ガスに関わる事故経験の有無 

 



 

48 

 

 

ガスに関わる事故の発生時に使用していた機器に関しては、約6割の『ガスコンロ』とい

う回答が最も多く、普段使用するガス機器やヒヤリハット発生時の機器と同様の結果であっ

た（「図表 ３-32 ガスに関わる事故発生時の使用機器」参照）。 

図表 ３-32 ガスに関わる事故発生時の使用機器 

 

 

ガスに関わる事故の発生時期に関しては、『6～8月』の夏場が最も多く、続いて『12～2

月』が最も多い結果であった。ヒヤリハットの発生時期と併せて考慮すると、『12～2月』と

『6～8月』のタイミングにおける広報が示唆される（「図表 ３-33 ガスに関わる事故の発生

時期」参照）。 

図表 ３-33 ガスに関わる事故の発生時期 
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ガスに関わる事故の発生時間に関しては、『17～21時』が最も多く、『11～14時』、『8

～11時』が続くという結果であった（「図表 ３-34 ガスに関わる事故の発生時間」参照）。 

 

図表 ３-34 ガスに関わる事故の発生時間 

 

 

ガスに関わる事故の発生場所に関しては、約6割が『キッチン』と回答しており、ヒヤリ

ハットの発生時と同様の結果であった（「図表 ３-35 ガスに関わる事故の発生場所」参

照）。調理実施時におけるヒヤリハットや事故が多いことが伺える。 

図表 ３-35 ガスに関わる事故の発生場所 
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２.７  ガス・CO警報器の認知・購入設置意向 

後述する介入に関連するため、ガスCO警報器について質問した。アンケートに回答する前

からガス・CO警報器を認知していたかに関しては、約半数が認知していた「図表 ３-36 ガ

ス・CO警報器の認知」参照）。 

 

図表 ３-36 ガス・CO警報器の認知 

 

 

ガス・CO警報器の購入・設置意向に関しては、購入・設置意向有りの回答は26%で、購

入・設置意向無しの回答が7割超であった（「図表 ３-37 購入設置意向」参照）。 

 

図表 ３-37 購入設置意向 
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購入設置意向に関する問いに対し、「購入・設置するつもりはない」もしくは「あまり購

入・設置するつもりはない」と回答した人に対し、理由について回答を求めたところ、『そ

の他』の回答が最も多く、39%であった。次いで『ガス機器に安全装置がついているから』が

34%、『金額が高いから』が25%と続いた（「図表 ３-38 購入・設置しない理由」参照）。 

 

図表 ３-38 購入・設置しない理由 

 

 

『その他』の回答者に対し、自由記述で理由を質問した。回答内容についてカテゴリを分

けラベリングを行った。ラベル分けの結果と各ラベルの回答例について「図表 ３-39 購入・

設置しないその他の理由のラベリング結果」に示す。 

『オール電化』に関する回答が最も多く34％であり、続いて「ガスを使っていないので」

といった『ガス不使用』に関する回答が27%と多かった。つまり、日常においてガスを使用し

ていない回答者が半数以上を占めていた。 

そこで、『オール電化』もしくは『ガス不使用』と回答した人を除いて、ガス・CO警報器

の購入・設置意向に関して再集計を行ったところ、購入設置意向有りの回答は33%となり、購

入設置意向無しの回答は7割を下回った（「図表 ３-40 購入・設置しない理由の再集計結果」

参照）。 
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図表 ３-39 購入・設置しないその他の理由のラベリング結果 

 

 

図表 ３-40 購入・設置しない理由の再集計結果 

 

 

本調査では前述の通り、チラシによる介入も行っている。チラシに記載した参考価格（毎

月々約200～300円）について聞いたところ、『高い』と感じている回答者と『妥当』だと感

じている回答者が半々であった（「図表 ３-41 チラシの表示価格に関して」参照）。 
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図表 ３-41 チラシの表示価格に関して 

 

 

２.８  2口ガス栓の所有状況とガス栓キャップの使用状況 

自宅における2口ガス栓の所有状況に関しては、『ある』と回答した人が全体の2割、641

名という結果であった（「図表 ３-42 2口ガス栓の所有状況」参照）。2口ガス栓について所

有していると回答した人に対し、ガス栓キャップの使用状況を確認するため、ガス機器が接

続されていないガス栓におけるガス栓キャップの使用状況を把握した。その結果、『ガス栓

キャップがついていない』と回答した人は9%（56名）であった（「図表 ３-43 ガス栓キャッ

プの使用状況」参照）。つまり、ガス栓キャップの啓発対象となる2口ガス栓を保有し、ガス

機器に接続されていないガス栓がありかつガス栓キャップがついていない人は、本調査参加

者の全体のうち約2%であり、後述する出現率調査の結果と同様の結果が確認された。 

 

図表 ３-42 2口ガス栓の所有状況 
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図表 ３-43 ガス栓キャップの使用状況 
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2. 実証 

１．実証方針 

検討の結果、本事業における試行的介入では、事故原因行動そのものの抑止ではなく、事故予

防に向けた外部環境整備促進を目的とした広報資材にナッジを使うことの有効性を検証するこ

ととした。 

具体的な実証テーマについては、当初は①ガス栓キャップの設置 ②ガス・CO警報器の設置の

2つが想定されたが、webアンケートモニター1万人を対象として①②それぞれの広報対象となる

者の出現率を確認したところ、①が2％、②が63%という結果であったことから、一定数の広報対

象者が存在すると推測される②ガス・CO警報器の設置をテーマとして検証を行うこととした。 

２．実証全体像 

本実証では、3つのステップを通じて、ガス・CO警報器の設置促進を目的とした広報資材にお

けるナッジ手法活用の有効性検証を行った。 

まず初めに、webアンケートモニター1万人を対象として、①ガス栓キャップの設置、②ガス・

CO警報器の設置、それぞれの広報対象となる者の出現率を確認し、実証テーマの選定を行った。 

続いて、本介入に先立ってwebアンケートモニター約500人を対象とした小規模のオンライン

介入実験（以下、「プレ介入」という）を実施し、その結果を踏まえナッジ手法を活用した広報

資材の改善を行った。  

最後に、改善した広報資材を用いて、webアンケートモニター約3,000人を対象とした本介入を

オンラインで行い、ナッジ手法を活用した広報資材の有効性を検証した。 

 

図表 ４-15 実証全体像 
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３．出現率調査 

３.１  調査方法 

①ガス栓キャップの設置、②ガス・CO警報器の設置、それぞれの広報対象となる者の出現率を

確認することを目的として、2020年11月27日から同月29日にNTTコムオンラインが有するモニ

ター10,011名を対象にwebアンケート調査を実施した。 

３.２  調査結果 

 調査の結果、ガス栓キャップの設置促進の対象となる「2口ガス栓を保有し、かつガス機器に

接続していない未使用のガス栓があり、かつガス栓キャップを使用していない者」は全体の2%

相当である一方、ガス・CO警報器設置推進の対象となる「ガス警報器を設置していない者」は

約60%存在していることがわかった。（図表 ４-16 出現率調査結果 

 

」参照） 

上記の調査結果を踏まえ、一定数の広報対象者が存在すると推測される②ガスCO警報器の設

置をテーマとして実証を行うこととした。 
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図表 ４-16 出現率調査結果 

 

４．プレ介入実験 

４.１  実験内容 

ガス・CO警報器の設置促進を目的とした広報資材（チラシ）の効果を暫定的に確認し、本介入

実験に向けた改良のための検討材料を収集することを主な目的としてプレ介入実験を行った。 

本実験では、出現率調査において「ガス・CO警報器を設置していない」と回答したwebアンケー

トモニター546人に対してオンライン上でクイズとチラシを用いた介入を行い、その後、ガス・

CO警報器の購入・設置意向について確認した。実験の流れと、各介入における群の設定と人数に

ついて以下に示す。 

図表 ４-17 プレ介入実験の流れ 
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＜介入①クイズ＞ 

ガス機器の誤った使い方への気づきが、ガス警報器設置意向に影響を与えるのかを検証するた

め、「ガス開放式小型湯沸器の誤った使い方」についてのクイズを回答者に対してランダムに割

付け提示した。実験で用いたクイズの設問と回答を以下に示す。 

図表 ４-18 クイズの設問と回答 

 

出典：日本ガス石油危機工業会（JGKA)ホームページ画像に基づいて作成 

 

＜介入②チラシ＞ 

ナッジを活用したガス警報器設置促進チラシの効果を検証するため、対照群としてナッジを用

いていない従来型のチラシ1種、介入群としてナッジを活用したチラシ4種（損失訴求、利得訴求、

関連付け、社会規範）の計5種のチラシを用意し、回答者に対してランダムに割付け提示した。

実験で用いたチラシについては以下の通りである。 
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図表 ４-19 従来型 

 

 

図表 ４-20 損失訴求 
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図表 ４-21 利得訴求 

 

 

図表 ４-22 関連付け 
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図表 ４-23 社会規範 
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４.２  実験結果 

４.２.１  クイズ表示の効果検証 

クイズを表示した場合、表示しなかった場合と比べて、購入・設置意向あり（選択肢1「購入・

設置しようと思う」、選択肢2「どちらかと言えば購入・設置しようと思う」の合計）と回答する

者が8.2％多かった。また、クイズを表示をすると、表示しなかった場合に対して購入・設置意向

ありと回答する確率が有意に1.6倍となることが分かった。（図表 ４-25 ロジスティック回帰分

析結果」参照） 

上記の結果より、ガス機器の誤った使い方への気づきを与える仕掛けは、ガス・CO警報器の購

入・設置意向向上に効果があると推測される。 

図表 ４-24 クイズ表示有無×購入・設置意向（割合） 

 

図表 ４-25 ロジスティック回帰分析結果 
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４.２.２  ナッジを活用した広報資材（チラシ）の効果検証 

従来型（対照群）のチラシを表示した場合に対して、有意に「購入・設置意向あり」回答率が増

加する介入群のチラシは無かった。（図表 ４-27 ロジスティック回帰分析結果」参照） 

図表 ４-26 チラシ5種×購入・設置意向 

 

図表 ４-27 ロジスティック回帰分析結果 
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５．本介入実験 

５.１  実験内容 

出現率調査において「ガス・CO警報器を設置していない」と回答したwebアンケートモニター

2,608人に対して、プレ介入実験の結果を踏まえて改良した介入群用のチラシ4種と対照群用の従

来型チラシ1種をランダムに割り付けて表示し、その後、ガス・CO警報器の購入・設置意向につ

いて確認した。実験の流れと、各介入における群の設定と人数について以下に示す。 

図表 ４-28 本介入実験の流れ 

 

 

本介入実験において用いた、対照群用の従来型チラシ1種と介入群用のチラシ4種（損失訴求A、

損失訴求B、利得訴求、関連付け）について以下に示す。ナッジを用いた介入群用のチラシ4種に

ついては、プレ介入実験の結果を踏まえ、（１）紙面全体として情報量を削減して理解し易くす

る、（２）紙面下部に購入検討時に重要な参考情報となる価格情報を記載した。（２）はナッジ以

前の問題として、商品購入に必要な最低限の情報として価格情報や問合せ先情報がないという有

識者の指摘を踏まえたものである。 

また、損失訴求を用いたチラシについてはAとBの2種類を用意した。命に関わる危険があるこ

とを訴求する点は同じであるが、Aの紙面下部には他のチラシと同様に「月々約200~300円」とい

う参考価格情報を記載している一方、Bでは「無料設置・返却OK! 翌月以降月々約200~300円」

という一般の商品プロモーションで行われるやり方を想定して購入ハードルを下げる記載をした。 
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図表 ４-29 従来型（対照群） 

 

 

図表 ４-30 損失訴求A 

 

 



 

76 

 

図表 ４-31 損失訴求B 

 

 

図表 ４-32 利得訴求 
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図表 ４-33 関連付け 
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５.２  実験結果  

５.２.１  ナッジを活用した広報資材（チラシ）の効果検証 全体  

従来型（対照群）のチラシを表示した場合に対して、有意に「購入・設置意向あり」回答率が増

加する介入群のチラシは無かった。（図表 ４-35 プロビット回帰分析結果」参照）  

図表 ４-34 チラシ5種×購入・設置意向（全体：n=2,608） 

 

図表 ４-35 プロビット回帰分析結果 
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５.２.２  ナッジを活用した広報資材（チラシ）の効果検証 40歳未満  

 年齢が40歳未満のグループでは、従来型（対照群）のチラシを表示した場合に対して、有意に

「購入・設置意向あり」回答率が増加する介入群のチラシは無かったものの、「損失訴求B」で

は6.2ポイント、「利得訴求」では8.1ポイント「購入・設置意向あり」回答率の増加がみられ

た。（図表 ４-36 チラシ5種×購入・設置意向（40歳未満：n=237）」参照） 

図表 ４-36 チラシ5種×購入・設置意向（40歳未満：n=237） 
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図表 ４-37 プロビット回帰分析結果 

 

５.２.３  ナッジを活用した広報資材（チラシ）の効果検証 単身者   

同居人がいないグループでは、従来型（対照群）のチラシを表示した場合に対して、「損失訴

求B」 を表示すると「購入・設置意向あり」回答率が有意に1.45倍増加することがわかった。

（図表 ４-39 プロビット回帰分析結果」参照） 

上記の結果より、同居人がいない単身者に対しては、「命にかかわる危険」を強調し、かつ設

置のハードルを下げる記載をすることによって、ガス・CO警報器の購入・設置意向を高めるこ

とが出来ると考えられる。 

図表 ４-38 チラシ5種×購入・設置意向（同居人なし：n=543） 
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図表 ４-39 プロビット回帰分析結果 
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第５章 アクションプランの取りまとめ 

本章では、下記の論点別に調査結果と今後に向けた考察を行い、ガス保安広報や関連して実施

することが望ましい対策をアクションプランとしてまとめる。 

 事故原因分析 

 安全行動のターゲットと目標行動 

 ナッジ理論の活用方法（ガス・CO警報器の設置促進） 

 ガス保安広報におけるナッジ理論の活用方法 

 業務用機器の安全行動促進 

 安全教育 

1. 調査結果の考察 

１．事故原因分析 

１.１  調査結果の概要 

ガス事故を無くすという政策目標を達成する為には、事故の発生件数と状況把握、事故原因の

把握、対策の有効性検証ができるデータが整備され、PDCAサイクルに沿って施策を進めること

が重要である。そのためには、何が事故原因か、つまり人の行動（ヒューマンエラー）かガス機

器なのか、人の行動が事故原因の場合、行動に影響する要因は何か（年齢等の属性、原因機器、

事故発生場所や時間）の事故の5Wについて都市ガス、LPガスを統合して継続的に把握できるこ

とが望ましい。 

しかし、本事業で分析した経済産業省の事故データは分類の差異やデータ欠損、テキスト表記

等により分析する上で課題があることが明らかになった。（本事業の分析で用いた原因行動の推

察等の対応方法は「第2章-1ガス事故原因の整理の分析方法 1.2 事故データに基づく分析方法」

の通りである。 

１.２  アクションプランに向けた考察 

 事故原因分析の際に使用した項目や概要欄を参考に作成した項目を基に、ガス事故減少や防止

に向けてガス保安事業のPDCAサイクルを回して進める観点から、事故情報の整理に必要と考え

られる項目や舞台的な分析課題、対策案について5W(What/Where/When/Why/Who)の枠組みに沿っ

て整理した。本来的には5Wのデータについて都市ガスとLPガスのミニマム共通項目を整理するこ

とが望ましいが、敢えて優先順位を付けるならば人の行動起点で事故防止する観点から「Who（事

故原因者）」、安全型ガス機器による事故防止の可能性検討の観点から「What（安全装置の有無）」、

「Why（事故原因行動）」の３つと考えられる。 

詳細は「エラー! ブックマークが自己参照を行っています。」から「 

」を参照されたい。 

















 

90 

 

６.２  アクションプランに向けた考察 

ガス機器や安全行動について、名称を含めてクイズ形式等により誤ったガス機器の使い方の気

づきを促す機会を生活に身近な場所で作ることが考えられる。例えば、40歳未満であれば事故が

起きやすい調理に関連した料理教室、キッチン器具販売、レシピ関連サイトに広告をうち、オン

ライン広報からクイズのページにリンクする設計とすることで、生活や趣味嗜好をきっかけにガ

ス安全の広報を消費者等に届けることが考えられる（ナッジ手法：関連性）。 

また、安全に対する意識が高まる時期に広報をすることはナッジ理論の観点からも有効と考え

られる（ナッジ手法：タイムリー）。法定点検時に加えて、消防署による地域防災イベントや学

校イベントへの出張講座、冬場、安全講習時等が考えられる。 

  









（様式２）

頁 図表番号
24-25 図表2-22
26-27 図表2-23

二次利用未承諾リスト

タイトル

報告書の題名 ガス保安広報における
ナッジ理論の活用可能性調査 報告書

委託事業名 令和2年度 石油・ガス供
給等に係る保安対策調査等委託費

受注事業者名 株式会社エヌ・ティ・
ティ・データ経営研究所

ナッジ事例#1詳細
ナッジ事例#5詳細




